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１．はじめに 

 レール頭頂面シェリングおよびゲージコーナき裂

は水平裂が成長する過程で、き裂がレール底部方向

へ分岐し(以下、「頭部横裂」という)、レール折損に

至る可能性があり、保守管理の適正化のためレール

頭部横裂の進展速度の把握が求められている。本研

究では、各種実レールを用いた横裂進展試験、残留

応力測定を実施しレールの横裂進展速度の把握およ

び進展速度に与える影響因子について検討した。  

２．試験概要 

 各種実レールの頭頂部に人工傷(半径 5mm の半円

状のスリット)を放電加工により設置した 50kgN レ

ールに対してレール頭部を下にした状態(以下、「ヘ

ッドダウン」という)の横裂進展試験を実施した。 

各供試体は表１に示すとおり使用履歴の有無、残留

応力を低減させる目的で焼鈍したもの、き裂の位置

を偏心したものおよび補強継目板を取り付けたもの、

それぞれの横裂進展速度を把握する。横裂進展試験

はレール曲げ疲労試験機を用いて、図１に示すよう

に、支点間隔 1000mm、載荷間隔 150mm の片振り 4

点曲げで実施した。荷重条件は、初期のき裂が発生

しやすいように人工傷から進展深さ 5mm 程度の予

き裂発生後は 10～121kN で繰返し載荷した。なお、

補強継目板有りの状態の頭部曲げ応力振幅は補強継

目板無しの状態と比較して、2 割程度小さくなってい

た。これは補強継目板の装着により、レールと補強

継目板を合わせた断面 2 次モーメントが大きくなっ

たためであると考えられる。横裂深さは人工傷から

概ね楕円形状にき裂が進展することを想定して、ク

ラックゲージにより検知されるレール表面上のき裂

長さと破断後の疲労破面模様(ビーチマーク)の形状

により算出した。ただし、あくまでヘッドダウンに

よる試験であり温度応力等も考慮していないため、

営業線で発生するき裂進展の状態とは異なる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 横裂進展試験概要（図は補強継目板装着の条件） 

３．試験結果 

 ヘッドダウンの横裂進展試験結果を図２に示す。 
  

(a) レール種別の影響 (b) 残留応力の影響 

  

(c) 偏心による影響 (d) 補強継目板の影響 

図２ 横裂進展試験結果 
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（試験後の破面の例） 

表１ 試験条件 

（人口傷位置が 
偏心の場合は 

10mm、GC 側に 
位置する) 
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試験結果は以下のとおりである。 

(a) 載荷回数の増加に伴い、横裂が進展し、かつ横裂

進展速度が速くなる傾向を示した。 

(b) 熱処理レールの１本の横裂進展速度が他３本に

比べて遅い結果を呈している（図２(a)）。このば

らつきは、レール頭部の残留応力がレールにより

異なることによるものと推察される。鋼種の影響

はその他の因子と比較すると小さい結果となった。 

(c) 残留応力を低減させる目的で焼鈍した２種類の

レールが非処理品に比べて遅い結果となった（図

２(b)）。レール頭部中央位置には引張の残留応力

が発生することが知られており、本試験結果から

残留応力が影響していることが示された。 

(d) 初期き裂を偏心させた場合、限界深さが中心の場

合と比較して浅い位置で破断に至った（図２(c)）。 

(e)補強継目板の取り付けにより横裂進展速度は大幅

に低下した（図２(d)）。 

４．残留応力測定 

残留応力が横裂進展速度に与える影響を確認する

ため、MIRS 法（図３）でレール頭部内部の残留応力

測定を行った。ただし、焼鈍を施した供試体は、切

り出し法 1)で測定を行い、レール頭部内部では概ね

残留応力が消存されているのを確認した。 

 測定結果を図４に示す。全体として、深さ 10～

30mm では引張の残留応力が発生しており、その範

囲の平均値は新品の普通レールおよび熱処理レール

でそれぞれ 66N/mm2、72N/mm2であった。 

５．考察 

き裂進展速度を決定する有効応力拡大係数範囲

ΔK および応力比 R について着目する。以下にき裂進

展速度を表すウォーカー則を示す。 

    mn
RKC

dN

da 1
1


   

ここで、a：き裂の大きさ、N：応力変動の繰返し数、

C、m：材料定数、min:最小応力、max:最大応力 

なお、有効応力拡大係数範囲はき裂が開口している

間のき裂先端付近に分布する応力の大きさの程度を

示す。図５は横裂進展試験においてレール頭部に発

生する各応力から求められる有効応力拡大係数範囲

および応力比の概念図である。横裂進展試験では、

残留応力が存在している状態から、鉛直荷重に伴い

引張の曲げ応力振幅がレール頭部に発生して有効応
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力拡大係数範囲となる。補強継目板を装着した場合

には、曲げ応力振幅、有効応力拡大係数範囲も小さ

くなり、横裂進展速度が低下したと考えられる。一

方、応力比は最小応力／最大応力で定義されるが、

本試験においては、 

最小応力：残留応力 

 最大応力：残留応力+鉛直荷重の曲げ引張応力振幅 

となる。すなわち、残留応力が大きくなることで、

応力比が大きくなり、焼鈍およびその他のレールの

試験結果の比較で横裂進展速度に差があるのは、残

留応力が異なることによる応力比の違いが大きく影

響していると考えられる。 

６．まとめ 

各種実レールを用いた横裂進展試験を実施し、横

裂進展速度の把握および進展速度に与える影響の因

子について検討した。鋼種、残留応力、き裂の位置

の違い等の影響を把握した。 
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図４ 残留応力測定結果 

図５ レール頭部に発生する各応力 
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